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前 文

この土地利用基本計画（以下「基本計画」という。）は，国土利用計画法第９条の規定に基

づき，適正かつ合理的な県土の利用を図るため，国土利用計画（全国計画及び鹿児島県計画）

を基本として策定した。

基本計画は，国土利用計画法に基づく土地取引の規制及び遊休土地に関する措置並びに土

地利用に関する他の諸法律に基づく開発行為の規制その他の措置を実施するに当たっての基

本となる計画である。

すなわち，基本計画は，都市計画法，農業振興地域の整備に関する法律，森林法，自然公

園法，自然環境保全法等（以下「個別規制法」という。）に基づく諸計画に対する上位計画と

して行政部内の総合調整機能を果たすとともに，土地取引に関しては直接的に，開発行為に

関しては個別規制法を通じて間接的に，これらの規制の基準としての役割を果たすものであ

る。

１ 土地利用の基本方向

 県土利用の基本方向

ア 基本理念

県土は，現在及び将来における県民のための限られた資源であるとともに，生活及

び生産を通ずる諸活動の共通の基盤である。

このため，県土の利用は，公共の福祉を優先させ，自然環境の保全を図りながら，

地域の自然的，社会的，経済的及び文化的条件に配慮して，健康で文化的な生活がで

きる環境を確保し，県土の均衡ある発展を図ることを基本理念として，総合的かつ計

画的に行われなければならない。

イ 県土の特性と県土利用をめぐる状況の変化

(ｱ) 県土の特性

本県は，我が国本土の最南端に位置し，地理的に南に開かれており，今後の発展

可能性が大きい中国，韓国や東南アジア諸国に近接している。

県土の総面積は国土の約2.4パーセントに当たる約9,187平方キロメートルで，そ

の広がりは東西約272キロメートル，南北約600キロメートルとなっており，錦江湾

を挟む 摩 大隅の二大半島及び長島， 島列島，草垣群島，宇治群島，種子島，

屋久島，吐噶喇列島，奄美群島など200有余の島々からなっている。

本県は，南北約600キロメートルにも及ぶ広大な県土の中，桜島などの火山や変化

に富んだ長い海岸線，世界自然遺産に登録された屋久島や，多様で固有性の高い亜

熱帯生態系やサンゴ礁生態系を有し，希少種の生息 生育地である奄美群島等の島

々，緑あふれる森林，豊富な温泉など多彩で豊かな自然に恵まれている。これら優

れた自然との共生を目指した県土利用が求められている。

また，広大な農用地や森林などは，温暖な気候と相まって，優れた生産基盤をな

しており，これらの計画的な整備や有効利用などを図ることが必要である。

一方，本県の地形は，山地や丘陵地などが県土の約７割を占め，河川は川内川等

を除いてはいずれも幹川延長50キロメートル以下と短く，平野部は河口付近にやや

まとまっているほかは河川に沿って細長く分散分布しているにすぎない。

また，シラスなどの特殊土壌が県土に広く分布していることに加え，桜島など活
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発な活動を続けている火山があることなど自然災害を受けやすい特性をもっている。

このような地形的 地質的な特性に対しては，限られた土地の有効利用や県土保

全施設の整備を図るとともに，森林等のもつ県土保全機能が高度に発揮されるよう

に努める必要がある。

他方，本県は半島や離島を多く抱え，また，東京や大阪などの大都市圏からも遠

く隔たっており，県民生活や産業活動を支えるための交通基盤の整備を図る必要が

ある。

(イ) 県土利用を巡る状況の変化

今後の県土の利用を計画するに当たっては，これら県土の特性から生じる課題を

踏まえつつ，さらに，次のような県土利用をめぐる状況の変化も考慮する必要があ

る。

a 少子 高齢化の進行により，本県も本格的な人口減少社会を迎えている。今後

も一定程度，土地需要が増加する地域も想定されるものの，全体として土地需要

は減少し，これに伴って県土の利用は様々な形で縮小していくことが想定される。

こうした状況下では，開発圧力が減少する一方，市街地の人口密度の低下や中心

市街地の空洞化が進行し，過疎化，高齢化が進行する農山漁村での荒廃農地をは

じめとする低 未利用地等が増加するものと考えられる。

したがって，土地需要の調整，効率的利用の観点から県土の有効利用を図ると

ともに，農林漁業の生産拡充，自然環境の保全，災害防止等の県地から，農用地，

森林等の無秩序な利用転換を抑制する必要がある。

b 他方，本県は，台風の常襲地域であることに加え，特殊土壌が県土に広く分布し

ているなど自然災害を受けやすい特性をもっている。

都市では，都市機能の集中やライフラインヘの依存度の高まりによる被害の高

次化 広域化のほか，急傾斜地 低地地域など自然災害の危険性のある地域への

居住地の拡大が懸念される。

農山漁村では，過疎化や高齢化の進行により耕作放棄地や適正に管理されてい

ない森林が増加するなど県土資源の管理水準の低下が懸念される。

このような中で，災害から県民の生命や財産を守るため，災害に強い安全な県

土づくりが求められている。

また，県民生活や経済活動による水質汚濁 悪臭，廃棄物の増大やダイオキシ

ン類等有害な化学物質の発生などの身近な環境問題をはじめ，二酸化炭素等の排

出による地球温暖化など地球規模の環境問題が顕在化している。このように我が

国の国土が地球的規模の環境と密接に関係し，現在の影響が将来世代に及ぶ可能

性が認識されるようになってきた。

このような中で，県土の利用に当たっては，長期的な視点に立って，自然のシ

ステムにかなった持続可能な利用を基本とすることが求められている。

さらに，人々の価値観や生活スタイルの多様化により，心の豊かさや自然との

ふれあいに対する志向が高まっている。

人々のこのようなニーズに対応したゆとりとうるおいのある県土利用が求めら

れている。

ウ 県土利用の基本的方向

県土の利用を計画するに当たっては，心豊かで快適な生活や創造性豊かな産業活動が
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展開され，様々な交流 連携が活発に行われるような場として県土の有効利用を図る必

要がある。

このため，全体として地目間の土地利用転換の圧力が低下するという状況を県土利用

の質的向上の機会としてとらえ，その推進を図るとともに，限られた県土利用の有効利

用を図りつつ，県土の利用目的に応じた区分（以下「利用区分」という。）ごとの個々

の土地需要の調整を行うことによって，県土の魅力の総合的な向上を図るものとする。

(ｱ) 土地需要の調整

都市的土地利用については，地域の状況等も踏まえつつ，行政，医療 介護，福祉，

商業等の都市機能や居住を中心部や生活拠点等に集約化し，郊外部への市街地の拡大

を抑制する。

集約化する中心部では，低 未利用地を有効利用すること等により，市街地の活性

化と土地利用の効率化を図る。

農林業的土地利用については，食料の安定供給に不可欠な優良農地を確保し，国土

保全等の多面的機能を持続的に発揮させるために良好な管理を行うとともに，農業の

担い手への農地集積 集約を進めることなどを通じて，荒廃農地の発生防止及び解消

と効率的な利用を図る。

また，国土の保全，水源のかん養等に重要な役割を果たす森林の整備及び保全を進

める。

さらに，農用地，森林，宅地等の相互間における土地利用の転換については，その転

換後，復元させることが困難であること，生態系をはじめとする自然の様々な循環系に影

響を与えることなどを考慮し，慎重な配慮の下で計画的に行うものとする。

(ｲ) 県土利用の質的向上

県土利用の質的側面をめぐる状況の変化を踏まえ，次のような観点を基本として，その

質的向上を図ることが重要である。

ａ 安全で安心できる県土利用

災害に対する地域ごとの特性を踏まえた適正な県土の利用を基本として，水系の総合

的管理，県土面積の６割以上を占めている森林のもつ県土保全機能の向上等を図るとと

もに，ハード対策とソフト対策を組み合わせた防災・減災対策を実施するほか，防災拠

点の整備，オープンスペースの確保，電気や通信等のライフラインの多重化・多元化等

を進めることにより，地域レベルから全県レベルまでのそれぞれの段階で県土の安全性

を総合的に高め，災害を受けやすい本県の特性に適切に対応していく必要がある。

また，高齢者や障害者が安心して暮らせるよう配慮する必要がある。

ｂ 人と自然が共生する持続可能な県土利用

本県の恵み豊かで多彩な自然を将来世代に引き継ぐために，自然の健全な物質循

環の維持，都市的土地利用に当たっての自然環境への配慮，生物の多様性が確保さ

れた自然の保全 創出とそのネットワーク化，環境にやさしい農業生産の推進等を

図ることにより，自然のシステムにかなった県土利用を進めていく必要がある。

ｃ ゆとりとうるおいのある県土利用

都市においては，土地利用の高度化等により，ゆとりある都市環境の形成を図り，

農山漁村においては，地域の活性化を図りつつ，緑資源の確保，田園空間の整備を

図る。

また，歴史的風土の保存，地域の自然的 社会的条件等を踏まえた多様で個性あ
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る景観の維持 形成 活用を進めるとともに，人々の余暇志向や自然とのふれあい

志向へ適切に対応していく必要がある。

(ｳ) 計画実現に当たっての配慮

これらの実現に当たっては，都市における土地利用の高度化，農山漁村における農用

地及び森林の有効利用，両地域を通じた低未利用地の利用促進を図るとともに，都市的

土地利用と自然的土地利用の適切な配置と組合せにより調和ある土地利用を進めるな

ど，地域の自然的 社会的特性を踏まえた上で，県土の有効かつ適切な利用に配慮する

必要がある。

(２) 土地利用の原則

土地利用は，別図の土地利用基本計画図に図示された都市地域，農業地域，森林地域，

自然公園地域及び自然保全地域の５地域ごとに，それぞれ次の原則に即して適正に行わ

なければならない。

なお，５地域のいずれにも属さない地域においては，当該地域の特性及び周辺地域と

の関連等を考慮して，適正な土地利用を図るものとする。

ア 都市地域

都市地域は，一体の都市として総合的に開発し，整備し，及び保全する必要がある地

域である。

都市地域の土地利用については，良好な都市環境の確保及び形成並びに機能的な都市

基盤の整備等に配慮しながら，既成市街地の整備を推進するとともに、市街化区域（都

市計画法第７条第２項の市街化区域をいう。以下同じ。）又は用途地域（都市計画法第

８条第１項第１号の用途地域をいう。以下同じ。）において，今後新たに必要とされる

宅地を計画的に確保し，整備することを原則とする。

都市地域の細区分の土地利用については、次のとおりとする。

(ア) 市街化区域

市街化区域については, 市街地の開発，交通体系の整備，上下水道その他の都市施

設の整備を計画的に推進するとともに，当該区域内の樹林地，水辺地等良好な自然環

境を形成しているもので都市環境上不可欠なものについては，積極的にその保護及び

育成を図るものとする。

(イ) 市街化調整区域

市街化調整区域（都市計画法第７条第３項の市街化調整区域をいう。以下同じ。）

については，市街化を抑制すべき区域であることを考慮して，できるだけ都市的な利

用の抑制に努めるものとする。

(ウ) 市街化区域及び市街化調整区域以外の都市地域

市街化区域及び市街化調整区域以外の都市地域のうち，用途地域内の土地利用につ

いては，市街化区域における土地利用に準ずるものとし，用途地域以外の都市地域に

ついては，土地利用の現況に留意しながら，都市的な利用を認めるものとする。

イ 農業地域

農業地域は，農用地として利用すべき土地であり，総合的に農業の振興を図る必要が

ある地域である。

農業地域の土地利用については，農用地が食料の安定的供給を確保するための基礎的

資源であるとともに，県土及び自然環境の保全等の多面的機能を発揮していることにか
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んがみ，現況が農用地である土地は極力その保全と有効利用を図るとともに、県土の有

効利用，生産性の向上等の見地から，農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律第

８条第２項第１号の農用地区域をいう。以下同じ。）において今後新たに必要とされる

農用地を計画的に確保し，整備することを原則とする。

農業地域の細区分の土地利用については，次のとおりとする。

(ア) 農用地区域

農用地区域内の土地については，農業生産の基盤として確保されるべき土地である

ことにかんがみ，効率的な利用と生産性の向上を図るため，土地改良，農用地造成等

の農業生産の基盤の整備を計画的に推進するとともに，農用地利用計画（農業振興地

域の整備に関する法律第１０条第３項の農用地利用計画をいう。）において指定され

た用途以外に供されないようにするものとする。

(イ) 農用地区域以外の農業地域

農用地区域以外の農業地域内の土地のうち、都市計画等農業以外の土地利用計画と

の調整が整った土地については，農地等の転用に際して極力調整された計画等を尊重

し、農業以外の土地利用計画との調整が整わない土地及び農業以外の土地利用計画の

存しない土地については、農業的土地利用を優先して行うものとする。

ウ 森林地域

森林地域は，森林の土地として利用すべき土地があり，林業の振興又は森林の有する

諸機能の維持増進を図る必要がある地域である。

森林地域の土地利用については，森林が木材等生産機能を有するとともに，県土の保

全，水資源のかん養，自然環境の保全のほか保健休養及び教育 文化的活動等の場とし

ての公益的機能を通じて県民生活に深く結びついており，森林のもつ二酸化炭素の吸収

機能などは地球環境問題の高まりとともに重視されていることにかんがみ，森林の機能

を総合的に発揮しうる持続可能な森林経営の確立に向け，必要な森林の確保と整備を図

り，多様な森林づくりと資源の有効活用を目指すことを原則とする。

森林地域の細区分の土地利用については，次のとおりとする。

(ア) 保安林

保安林（森林法第２５条第１項並びに第２５条の２第１項及び第２項の保安林をい

う。以下同じ。）については，保安林が県土の保全，水資源のかん養，生活環境の保

全等の諸機能の積極的な維持増進を図るべきものであることにかんがみ，適正な管理

を行うとともに，原則として，他用途への転用は行わないものとする。

(イ) 保安林以外の森林地域

保安林以外の森林地域については，経済的機能及び公益的機能の維持増進を図るも

のとし，次に掲げる森林は極力他用途への転用を避けるものとする。

なお，森林を他用途へ転用する場合には，森林の保続培養及び林業経営の安定に留

意し，県土の保全，水資源のかん養，保健休養の場の確保，自然環境の保全等に配慮

して，周辺の土地利用との調整を図りながら行うものとする。

a 地域森林計画等（森林法第５条の地域森林計画及び同法第７条の２の森林計画を

いう。以下同じ。）において，樹根及び表土の保全その他林地の保全に特に留意すべ

きものとして定められている森林

b 飲用水，かんがい用水等の水源として依存度の高い森林

c 地域森林計画等において，公益的機能別施業森林の区域のうち，伐採方法その他
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の施業の方法を特定する必要のある森林として定められている森林

d 地域森林計画等において，更新を確保するため林産物の搬出方法を特定する必要

のある森林として定められている森林

e 優良人工造林地又はこれに準ずる天然林

エ 自然公園地域

自然公園地域は，優れた自然の風景地で，その保護及び利用の増進を図る必要がある

地域である。

自然公園地域の土地利用については，自然公園が優れた自然の風景地であり，その利

用を通じて県民の保健，休養及び教化に資するものであることにかんがみ，優れた自然

の保護とその適正な利用を図ることを原則とする。

自然公園地域の細区分の土地利用については，次のとおりとする。

（ア） 特別地域

特別地域（自然公園法第１７条第１項及び第４２条第１項の特別地域をいう。以

下同じ。）については，その指定の趣旨に即して，風致景観の維持を図るものとする。

（イ） 特別地域以外の自然公園地域

特別地域以外の自然公園地域については，大規模な開発行為その他自然公園と

しての風景の保護に支障を及ぼす恐れのある土地利用は極力避けるものとする。

オ 自然保全地域

自然保全地域は，良好な自然環境を形成している地域で，その自然環境の保全を図る

必要がある地域である。

自然保全地域の土地利用については，自然環境が人間の健康で文化的な生活に欠くこ

とのできないものであることにかんがみ，広く県民がその恵沢を享受するとともに，将

来の県民に自然環境を継承することができるよう，積極的に保全を図ることを原則とす

る。

自然保全地域の細区分の土地利用については，次のとおりとする。

(ア) 原生自然環境保全地域

原生自然環境保全地域（自然環境保全法第１４条第１項の原生自然環境保全地域

をいう。以下同じ。）については，その指定の趣旨にかんがみ，自然の推移にゆだ

ねるものとする。

(イ) 特別地区

特別地区（自然環境保全法第２５条第１項及び第４６条第１項の特別地区をいう。

以下同じ。）については，その指定の趣旨にかんがみ，特定の自然環境の状況に対

応した適正な保全を図るものとする。

(ウ) 原生自然環境保全地域及び特別地区以外の自然保全地域

原生自然環境保全地域及び特別地区以外の自然保全地域については，自然環境を

保全するため，原則として土地の利用目的は変更しないものとする。

２ ５地域区分の重複する地域における土地利用に関する調整指導方針

都市地域，農業地域，森林地域，自然公園地域又は自然保全地域のうち，２地域が重複

する地域においては次に掲げる調整指導方針に即し，３以上の地域が重複する地域におい

ては次に掲げる調整指導方針におけるそれぞれの関係からみた優先順位，指導の方向等を

6



考慮して，適正かつ合理的な土地利用を図るものとする。

(1) 都市地域と農業地域とが重複する地域

ア 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と農用地区域とが重複する場合

農用地としての利用を優先するものとする。

イ 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と農用地区域以外の農業地域とが重複する

場合

土地利用の現況に留意しつつ，農業上の利用との調整を図りながら，都市的な利用

を認めるものとする。

(2) 都市地域と森林地域とが重複する地域

ア 都市地域と保安林の区域とが重複する場合

保安林としての利用を優先するものとする。

イ 市街化区域及び用途地域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する場合

原則として，都市的な利用を優先しますが，緑地としての森林の保全に努めるもの

とする。

ウ 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と保安林の区域以外の森林地域とが重複す

る場合

森林としての利用の現況に留意しつつ，森林としての利用との調整を図りながら，

都市的な利用を認めるものとする。

(3) 都市地域と自然公園地域とが重複する地域

ア 市街化区域及び用途地域と自然公園地域とが重複する場合

自然公園としての機能をできる限り維持するよう調整を図りながら，都市的利用を

図っていくものとする。

イ 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と特別地域とが重複する場合

自然公園としての保護及び利用を優先するものとする。

ウ 市街化区域及び用途地域以外の都市地域と特別地域以外の自然公園地域とが重複す

る場合

両地域の土地利用の原則が両立するよう調整を図っていくものとする。

(4) 農業地域と森林地域とが重複する地域

ア 農業地域と保安林の区域とが重複する場合

保安林としての利用を優先するものとする。

イ 農用地区域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する場合

原則として，農用地としての利用を優先するものとするが，農業上の利用との調整

を図りながら，森林としての利用を認めるものとする。

ウ 農用地区域以外の農業地域と保安林の区域以外の森林地域とが重複する場合

森林としての利用を優先するものとするが，森林としての利用との調整を図りなが

ら，農業上の利用を認めるものとする。

(5) 農業地域と自然公園地域とが重複する地域
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ア 農用地区域と特別地域とが重複する場合

自然公園としての保護及び利用との調整を図りながら，農業上の利用を認めるもの

とする。

イ 農用地区域以外の農業地域と特別地域とが重複する場合

自然公園としての保護及び利用を優先するものとする。

ウ 農業地域と特別地域以外の自然公園地域とが重複する場合

両地域の土地利用の原則が両立するよう調整を図っていくものとする。

(6) 農業地域と自然保全地域とが重複する地域

ア 農業地域と特別地区とが重複する場合

自然環境としての保全を優先するものとする。

イ 農業地域と特別地区以外の自然保全地域とが重複する場合

両地域の土地利用の原則が両立するよう調整を図っていくものとする。

(7) 森林地域と自然公園地域とが重複する地域

両地域の土地利用の原則が両立するよう調整を図っていくものとする。

(8) 森林地域と自然保全地域とが重複する地域

両地域の土地利用の原則が両立するよう調整を図っていくものとする。

３ 土地利用上配慮されるべき公的機関の開発保全整備計画

別表に掲げた公的機関を主体とする開発保全整備計画については，当該計画に基づく事

業が円滑に実施されるよう土地利用上配慮されるものとする。

別 表

【公的機関の開発保全整備計画】

【土地利用基本計画図：添付省略】
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（参考）

（1）５地域区分の面積

面積（ha） 割合（％）

都 市 地 域 210,320 22.9

農 業 地 域 563,072 61.3

森 林 地 域 592,255 64.5

自 然 公 園 地 域 127,452 13.9

自 然 保 全 地 域 1,874 0.2

計 1,494,973 162.7

8,416 0.9

1,503,389 163.7

918,620 100.0

(注)１

　　２ 　５地域区分の面積は，土地利用基本計画図上で計測したものである。

土地利用基本計画図地域区分別面積

５

地

域

　県土面積は令和５年７月１日現在の国土交通省国土地理院公表（境界未定
の市町村分 (湧水町) については， 全国市町村要覧［ 市によるものであ
る。町村自治研究会編 ］による 。） の県土面積

白 地 地 域

合 計

県 土 面 積

区　　　分
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（２）５地域の重複状況別面積

面積（ha） 割合（％）

（都） 28,620 3.1

（農） 169,112 18.4

（森） 204,166 22.2

（公） 6,940 0.8

（保） 0 0.0

計 408,838 44.5

（都）と（農） 100,104 10.9

（都）と（森） 14,539 1.6

（都）と（公） 1,955 0.2

（都）と（保） 0 0.0

（農）と（森） 210,265 22.9

（農）と（公） 7,229 0.8

（農）と（保） 0 0.0

（森）と（公） 85,051 9.3

（森）と（保） 1,874 0.2

（都）と（農）と（森） 54,234 5.9

（都）と（農）と（公） 4,151 0.5

（都）と（農）と（保） 0 0.0

（都）と（森）と（公） 4,149 0.5

（都）と（森）と（保） 0 0.0

（農）と（森）と（公） 15,409 1.7

（農）と（森）と（保） 0 0.0

（都）と（農）と（森）と（公） 2,568 0.3

（都）と（農）と（森）と（保） 0 0.0

計 501,528 54.6

8,416 0.9

918,632 100

(注)１

　　２

区　　　分

重
複
の
な
い
地
域

重

複

地

域

　（都）は都市地域，（農）は農業地域，（森）は森林地域，（公）は自然
公園地域，（保）は自然保全地域を示す。

　５地域区分の面積は，土地利用基本計画図上で計測したものである。

白 地 地 域

県 土 面 積
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【５地域区分の重複する地域の土地利用の調整指導方針】

５地域区分 都 市 地 域 農業地域 森林地域 自然公園地域 自然保全地域

市用 市 そ 農 そ 保 そ 特 普 原保 特 普
細区分 街 街

用 生
化途 化 別 通 全 別 通

５ 地 域 自
区 調 の 地 の 安 の

区 分 然
域地 整 地 地 地 地 地

区 環
細区分 及 区

び域 域 他 域 他 林 他 域 域 境域 区 区

市街化区域及び
用 途 地 域

都市地域 市街化調整区域 ×

そ の 他 × ×

農 用 地 区 域 × ← ←

農業地域

そ の 他 × ① ① ×

保 安 林 × ← ← × ←

森林地域

そ の 他 ② ③ ③ ④ ⑤ ×

特 別 地 域 × ← ← ⑥ ← ○ ○
自然公園
地 域

普 通 地 域 ⑦ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

原生自然環境 × × × × × × ○ × ×
保 全 地 域

自然保全
特 別 地 区 × × × ← ← ○ ○ × × ×

地 域

普 通 地 区 × × × ○ ○ ○ ○ × × × ×

【凡例】
× ： 制度上又は実態上，一部の例外を除いて重複のないもの。
← ： 相互に重複している場合は，矢印方向の土地利用を優先するものとする。
○ ： 相互に重複している場合は，両地域が両立するよう調整を図るものとする。
① ： 土地利用の現況に留意しつつ，農業上の利用との調整を図りながら，都市的な利用を認める

ものとする。
② ： 原則として，都市的な利用を優先するが，緑地としての森林の保全に努めるものとする。
③ ： 森林としての利用の現況に留意しつつ，森林としての利用との調整を図りながら，都市的な

利用を認めるものとする。
④ ： 原則として，農用地としての利用を優先するものとするが，農業上の利用との調整を図りな

がら，森林としての利用を認めるものとする。
⑤ ： 森林としての利用を優先するものとするが，森林としての利用との調整を図りながら，農業

上の利用を認めるものとする。
⑥ ： 自然公園としての保護及び利用との調整を図りながら，農業上の利用を認めるものとする。
⑦ ： 自然公園としての機能をできる限り維持するよう調整を図りながら，都市的利用を図ってい

くものとする。
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